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議題１ 参考資料１  簡易ＶＦＭの算定条件 

■ 試算条件 

項目 ＰＳＣ ＤＢ ＢＴＯ（維持管理型） ＤＢＯ ＢＴＯ ＢＯＴ 
食数規模 10,000 食  ※事業期間中の食数変動は考慮しない。 

事業期間 設計建設期間：2 年、維持管理運営期間：15 年 

施設整備費 

【市】 ・3,272,300 千円 
モデルプランより算定 
（調理機器設置、受所改築費、設計監理費
等含む） 

【民間】 
・ＰＳＣ×90% 
（既往事例によ
る） 

【民間】 
・ＰＳＣ×85% 
（既往事例による） 

【民間】 
・ＰＳＣ×85% 
（既往事例による） 

【民間】 
・ＰＳＣ×85% 
（既往事例による） 

【民間】 
・ＰＳＣ×85% 
（既往事例による） 

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ費 ― ― 

【市】 ・30,000 千円 
・ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ費用として設定 

【民間】 ・10,000 千円 
・法律等のアドバイザー費として設定 

【市】 
・BTO（維持管理型）に同じ 
【民間】 
・BTO（維持管理型）に同じ 

【市】 
・BTO（維持管理型）に同じ 
【民間】 
・BTO（維持管理型）に同じ 

【市】 
・BTO（維持管理型）に同じ 
【民間】 
・BTO（維持管理型）に同じ 

SPC 設立費 ― ― 
【民間】 ・5,000 千円 
・SPC設立手続き、総務費用等として、既

往 PFI 事例を元に設定 

― 
（SPC の設立は想定しない） 

【民間】 
・BTO（維持管理型）に同じ 

 

【民間】 
・BTO（維持管理型）に同じ 

 
開業費 

金融組成費 ― ― 

【民間】 
・プロジェクトファイナンスの組成費用等

の金融機関への手数料として、金融機

関への借入額の 1％を想定 

― 

【民間】 
・BTO（維持管理型）に同じ 
 

【民間】 
・BTO（維持管理型）に同じ 
 

保全費 

【市】 ・69,000 千円/年 
⇒H20 年度維持管理関連費（設備管理、清掃

等）の実績値の 1 センター(10,000 食)あたり換

算単価（12,500 円/㎡）により設定 

【市】 
・PSC に同じ 

【民間】 
・ＰＳＣ×85% 
（既往事例による） 

【民間】 
・ＰＳＣ×85% 
（既往事例による） 

【民間】 
・ＰＳＣ×85% 
（既往事例による） 

【民間】 
・ＰＳＣ×85% 
（既往事例による） 

維持 
管理費 

修繕費 

【市】  
■建物、建築設備 
福岡市ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ長期保全計画書作成ｼｽﾃ
ﾑに基づく推計単価により設定 
○経常的修繕： 

・1～15 年：6,300 千円/年（1.14 円/㎡・年） 
○大規模修繕： 

・10 年目：2,100 千円 、15 年目：148,900 千円 

■調理設備 
既往事例を踏まえ、以下の通り設定 
○経常的修繕：1～15 年：0.8% 

○大規模修繕：10 年目：35%、15 年目： 5% 

【市】 
・PSC に同じ 

【市】 
・建物、建築設備の大規模修繕、調理設

備の経常＋大規模修繕を PSC に同じ 

【民間】 
・建物、建築設備の経常的修繕につい

て、PSC×85%で設定 

【市】 
・建物、建築設備及び調理設備の大規模修繕

を PSC に同じ 

【民間】 
・建物、建築設備及び調理設備の経常的修繕

を PSC×85%で設定 

 

【市】 
・DBO に同じ 
【民間】 
・DBO に同じ 
 

【民間】 
・全ての修繕をＰＳＣ×85%で設定 
 

人件費 

【公社】 ・193,510 千円/年 
⇒食数規模を踏まえ、市及び公社の人員配置と

して、以下を想定した。 

⇒正職員比率は現状の約 50％とした。 

職種 人数 
人件費計 

(千円) 

業務課長 1 

事務職員 1 

 

163,060 

正職員 29  

臨時（1 日） 15 
調
理
員 臨時（半日） 12 

30,450 

人件費総計 58 193,510 

※人件費単価は、正職員、臨時職員の実績値（加重

平均）により算定した。 

【公社】 
・PSC に同じ 
※公社改善ケースでは、正職員比率を 35%とし、

159,220 千円/年とした。 

職種 人数 
人件費計

(千円) 

業務課長 1 

事務職員 1 115,720

正職員 20 

臨時（1 日） 24 
調
理
員 臨時（半日） 12 

43,500

人件費総計 58 159,220

※人件費単価は、正職員、臨時職員の実績値（加重平均）により算定

した。 

【民間】 ・142,720 千円/年 
⇒食数規模を踏まえ、民間事業者の人員配置

として、以下を想定した。 

 ・正職員比率は、民間委託先行事例を踏ま

え、35%とする。 

 ・人件費単価は、民間ヒアリングに基づく。 

職種 人数 
人件費計

(千円) 

センター責任者 1 

事務職員 1 109,120

正職員 20 

臨時（1 日） 24 
調
理
員 臨時（半日） 12 

33,600

人件費総計 58 142,720 

【民間】 
・DBO に同じ 
 

【民間】 
・DBO に同じ 
 

その他管理費 
【市】 ・18,100 千円/年 
⇒残渣処理等費用として、H20 年度実績値の 1

センター(10,000 食)あたり換算値により設定 

【市】 
・PSC に同じ 

【市】 
・PSC に同じ 

【民間】 
・ＰＳＣ×85% 
（既往事例による） 

【民間】 
・ＰＳＣ×85% 
（既往事例による） 

【民間】 
・ＰＳＣ×85% 
（既往事例による） 

配送費 

【市】 ・55,440 千円/年 
⇒配送計画を踏まえ 12 台とし、１台当たりの年

間配送費用の実績（4,620 千円/台・年）により

設定した。 

【市】 
・PSC に同じ 

【市】 
・PSC に同じ 

【民間】・55,440 千円/年 
⇒現状も民間委託のため、PSC に同じとした。

【民間】 
・DBO に同じ 
 

【民間】 
・DBO に同じ 
 

運営費 

光熱費 【市】 ・35,200 千円/年 【市】 【市】 【民間】 【民間】 【民間】 
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⇒H20 年度実績値の 1 センター(10,000 食)あた

り換算値により設定 
・PSC に同じ ・PSC に同じ ・PSC に同じ 

 ⇒省エネ機器導入による削減効果が期
待できるが、固定部分の基本料金は同
じであるため、保守的に PSC と同じとし
た。 

・PSC に同じ 
 ⇒省エネ機器導入による削

減効果が期待できるが、固
定部分の基本料金は同じ
であるため、保守的に PSC
と同じとした。 

・PSC に同じ 
 ⇒省エネ機器導入による削減効果

が期待できるが、固定部分の基本
料金は同じであるため、保守的に
PSC と同じとした。 

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ費 ― ― 

【市】 
・500 千円/年 
⇒ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞのためのｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ費として

想定 

【市】 
・BTO（維持管理型）に同じ 
 

【市】 
・BTO（維持管理型）に同じ 
 

【市】 
・BTO（維持管理型）に同じ 
 

保険料 ― ― 

【民間】 
・5,000 千円/年 
⇒第三者賠償責任保険等の保険費とし

て想定 

【民間】 
・BTO（維持管理型）に同じ 
 

【民間】 
・BTO（維持管理型）に同じ 
 

【民間】 
・BTO（維持管理型）に同じ 
 

その他 
費用 

SPC 管理費 ― ― 
【民間】 
・5,000 千円/年 
⇒既往 PFI 事例等を踏まえ設定 

― 
（SPC の設立は想定しない） 

【民間】 
・BTO（維持管理型）に同じ 
 

【民間】 
・BTO（維持管理型）に同じ 
 

その他の条件 

割引率 
・30 年物長期国債利回りの過去 10 年平均（2000～2009 年度：2.31％）により設定。 
 ※起債の償還期間を 30 年と想定しているため、30 年物長期国債利回りを参照した。 

※インフレ率は、近年の動向踏まえ 0%とする。（近年の消費者物価指数（生鮮食品を除くは）は、過去 10 年平均（1999～2008）：-0.22％、過去 5 年平均（2004～2008）：0.58％） 

交付金 
○165,000 千円 
⇒安全・安心な学校づくり交付金を想定（対象

額の 1/3） 

○165,000 千円 
・条件はPSCに同

じ 

○165,000 千円 
・条件は PSC に同じ 

○165,000 千円 
・条件は PSC に同じ 

○165,000 千円 
・条件は PSC に同じ 

○165,000 千円 
・条件は PSC に同じ（ただし、交付時期

は事業期間終了後） 

起債 

○元本分：2,404,725 千円、 
・交付金裏分297,000千円（義務教育事業債） 
⇒交付金裏分（対象額の 2/3）の充当率 90% 

・単独分：2,107,725 千円（一般単独事業債） 
⇒（施設整備費-交付金-交付金裏起債
分）の充当率 75%  

○利息分：1,114,515 千円 
・金利：2.41％ 

⇒平成 21 年度 30 年物全国型市場公募地
方債（個別債）の利回りの平均値とする。 

・返済方法：元利金等返済（償還期間 30 年、
内据置 5 年） 

※減債基金、借換等は考慮していない。 

○元本分： 
2,159,303 千円 
・条件はPSCに同

じ 

○利息分： 
1,000,769 千円 
・条件はPSCに同

じ 

 

 

○元本分：2,036,591 千円 
・条件は PSC に同じ 

○利息分：943,897 千円 
・条件は PSC に同じ 

 

○元本分：2,036,591 千円 
・条件は PSC に同じ 

○利息分：943,897 千円 
・条件は PSC に同じ 

 

○元本分：2,036,591 千円 
・条件は PSC に同じ 

○利息分：943,897 千円 
・条件は PSC に同じ 

 

 

市 

一般財源 

【施設完成時一括払い】 
○702,575 千円 
・上記以外の調達 

【施設完成時一
括払い】 
○620,768 千円 
・上記以外の調達 

【PFI 事業への割賦払い】 
○元本分：579,864 千円 
○利息分：116,967 千円 
・借入条件は民間の長期借入による 

【施設完成時一括払い】 
○579,864 千円 
・上記以外の調達 

【PFI 事業への割賦払い】 
○元本分：579,864 千円 
○利息分：116,967 千円 
・借入条件は民間の長期借入に

よる 

【PFI 事業への割賦払い】 
○元本分：2,815,126 千円 
○利息分：567,853 千円 
・借入条件は民間の長期借入による 

資本金 ○11,668 千円（資金調達額の 5％） ・BTO（維持管理型）に同じ ○139,073 千円（資金調達額の 5％）

長期借入 

○元本分：228,696 千円 
・施設整備費－資本金－（起債等の市か

らの一括払い分）※現金ショートが生じな

いように借入額を設定 
○利息分：46,132 千円 
・元利均等返済（償還期間 15 年据置無

し） 
・金利：2.39％ 
⇒10 年物 SWAP レートの過去 1 年平均

（2009.2～2010.1）1.39％を勘案し、10
年物ＳＷＡＰレート＋100ＢＰより設定※
無利子融資、低利融資は想定しな
い。 

・BTO（維持管理型）に同じ ○元本分：2,908,026 千円 
○利息分：586,593 千円 

⇒借入条件は、BTO（維持管理型）に

同じ 

資
金
調
達 

民間 

短期借入 

  

金利：2.0％ 
・市中借入と同水準として、近年のＰＦＩ
事例等を踏まえ設定 

 

・BTO（維持管理型）に同じ ・BTO（維持管理型）に同じ 
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議題１ 参考資料２  簡易ＶＦＭの試算結果内訳 

実施金額 現在価値 実施金額 現在価値 実施金額 現在価値 実施金額 現在価値 実施金額 現在価値 実施金額 現在価値 実施金額 現在価値

税金 32,788 27,337 32,788 27,337 32,788 27,337 32,788 27,337 32,788 27,337 32,788 27,337 32,788 27,337

交付金 165,000 154,074 165,000 154,074 165,000 154,074 165,000 154,074 165,000 154,074 165,000 154,074 165,000 154,074

起債 2,404,725 2,245,490 2,404,725 2,245,490 2,404,725 2,245,490 2,404,725 2,245,490 2,404,725 2,245,490 2,404,725 2,245,490 2,404,725 2,245,490

小計（Ａ） 2,602,513 2,426,901 2,602,513 2,426,901 2,602,513 2,426,901 2,602,513 2,426,901 2,602,513 2,426,901 2,602,513 2,426,901 2,602,513 2,426,901

設計・建設費 3,272,300 3,055,617 3,272,300 3,055,617 3,272,300 3,055,617 3,272,300 3,055,617 3,272,300 3,055,617 3,272,300 3,055,617 3,272,300 3,055,617

維持管理費（保全費、配送費、その他） 2,143,850 1,676,618 2,143,850 1,676,618 2,143,850 1,676,618 2,143,850 1,676,618 2,143,850 1,676,618 2,143,850 1,676,618 2,143,850 1,676,618

修繕費（経常分） 179,492 140,451 179,492 140,451 179,492 140,451 179,492 140,451 179,492 140,451 179,492 140,451 179,492 140,451

消費税 327,879 279,684 327,879 279,684 327,879 279,684 327,879 279,684 327,879 279,684 327,879 279,684 327,879 279,684

その他 運営人件費 3,449,709 2,699,369 3,449,709 2,699,369 3,449,709 2,699,369 3,449,709 2,699,369 3,449,709 2,699,369 3,449,709 2,699,369 3,449,709 2,699,369

起債償還（元本＋利息） 3,519,240 2,279,194 3,519,240 2,279,194 3,519,240 2,279,194 3,519,240 2,279,194 3,519,240 2,279,194 3,519,240 2,279,194 3,519,240 2,279,194

リスク調整 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他（大規模修繕費） 431,000 305,542 431,000 305,542 431,000 305,542 431,000 305,542 431,000 305,542 431,000 305,542 431,000 305,542

小計（Ｂ） 13,323,470 10,436,474 13,323,470 10,436,474 13,323,470 10,436,474 13,323,470 10,436,474 13,323,470 10,436,474 13,323,470 10,436,474 13,323,470 10,436,474

合計（Ｂ）－（Ａ） 10,720,957 8,009,573 10,720,957 8,009,573 10,720,957 8,009,573 10,720,957 8,009,573 10,720,957 8,009,573 10,720,957 8,009,573 10,720,957 8,009,573

↑① ↑① ↑① ↑① ↑① ↑① ↑①

実施金額 現在価値 実施金額 現在価値 実施金額 現在価値 実施金額 現在価値 実施金額 現在価値 実施金額 現在価値 実施金額 現在価値

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 180,320 144,345

0 0 0 0 49,956 39,090 49,956 39,090 0 0 49,956 39,090 49,956 39,090

受取法人税 0 0 0 0 2,752 1,958 2,752 1,958 14,411 10,509 3,995 2,842 17,357 13,197

受取消費税 0 0 0 0 0 -11 0 -11 0 -226 0 -197 43,654 33,002

交付金 165,000 154,074 165,000 154,074 165,000 154,074 165,000 154,074 165,000 154,074 165,000 154,074 165,000 109,385

起債 2,159,303 2,016,319 2,159,303 2,016,319 2,036,591 1,901,733 2,036,591 1,901,733 2,036,591 1,901,733 2,036,591 1,901,733 0 0

小計（Ａ'） 2,324,303 2,170,393 2,324,303 2,170,393 2,254,299 2,096,845 2,254,299 2,096,845 2,216,002 2,066,090 2,255,543 2,097,543 456,287 339,019

割賦原価（施設整備費相当） 2,945,070 2,750,055 2,945,070 2,750,055 2,781,455 2,501,990 2,781,455 2,501,990 2,781,455 2,597,274 2,781,455 2,501,990 2,815,126 2,166,129

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ費、金融組成費、SPC設立費等 0 0 0 0 20,683 19,313 20,683 19,313 10,000 9,338 20,683 19,313 44,080 41,161

支払利息（割賦金利） 0 0 0 0 116,967 95,422 116,967 95,422 0 0 116,967 95,422 567,853 463,256

支払利息（SPC借入金利－割賦金利） 0 0 0 0 -2,339 -1,378 -2,339 -1,378 0 0 -2,339 -1,378 18,739 18,004

維持管理費（保全費） 0 0 0 0 884,638 692,222 884,638 692,222 1,952,915 1,528,140 1,952,915 1,528,140 1,952,915 1,528,140

修繕費 0 0 0 0 80,771 63,203 80,771 63,203 152,568 119,383 152,568 119,383 152,568 119,383

運営人件費、光熱水費等 0 0 0 0 0 0 0 0 2,683,627 2,099,916 2,683,627 2,099,916 2,683,627 2,099,916

法人税 0 0 0 0 30,355 22,220 30,355 22,220 160,892 120,419 53,383 39,484 198,775 154,924

登録免許税(大規模修繕に対する部分) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 180 119

不動産取得税(大規模修繕に対する部分 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,797 1,193

固定資産税 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 148,498 118,872

都市計画税 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 31,821 25,473

事業所税 0 0 0 0 49,956 39,090 49,956 39,090 0 0 49,956 39,090 49,956 39,090

減価償却費、除却費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

SPC管理費等 0 0 0 0 80,000 63,293 80,000 63,293 0 0 80,000 63,293 80,000 63,293

保険料 0 0 0 0 75,417 59,013 75,417 59,013 75,417 59,013 75,417 59,013 75,417 59,013

損益（税引後） 0 0 0 0 49,114 29,025 49,114 29,025 285,997 199,804 56,468 15,291 235,412 170,094

その他（大規模修繕費） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 366,350 259,711

アドバイザリー費用、モニタリング費用 0 0 0 0 37,500 35,185 37,500 35,185 37,500 35,185 37,500 35,185 37,500 35,185

食器・食缶調達費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

運営人件費、光熱水費等 3,449,709 2,699,369 2,932,502 2,294,658 3,449,709 2,699,369 2,932,502 2,294,658 0 0 0 0 0 0

維持管理費（保全費、配送費、その他） 2,143,850 1,676,618 2,143,850 1,676,618 1,103,100 862,239 1,103,100 862,239 0 0 0 0 0 0

修繕費（経常分） 179,492 140,451 179,492 140,451 84,467 66,094 84,467 66,094 0 0 0 0 0 0

大規模修繕費 431,000 305,542 431,000 305,542 431,000 305,542 431,000 305,542 431,000 305,542 431,000 305,542 0 0

起債償還（元本＋利息） 3,160,072 2,046,583 3,160,072 2,046,583 2,980,488 1,930,277 2,980,488 1,930,277 2,980,488 1,930,277 2,980,488 1,930,277 0 0

消費税(5%) 365,368 295,214 365,368 295,214 359,562 285,834 359,562 285,834 464,887 371,794 455,984 360,553 444,263 344,692

サービス対価に係る消費税 365,368 295,214 365,368 295,214 358,212 284,511 358,212 284,511 463,537 370,471 454,634 359,230 442,763 343,226

上記以外 0 0 0 0 1,350 1,323 1,350 1,323 1,350 1,323 1,350 1,323 1,500 1,466

小計（Ｂ'） 12,674,561 9,913,831 12,157,353 9,509,120 12,612,841 9,767,953 12,095,634 9,363,243 12,016,745 9,376,085 11,926,070 9,210,513 9,904,877 7,707,647

合計（Ｂ'）－（Ａ'） 10,350,258 7,743,438 9,833,051 7,338,727 10,358,542 7,671,109 9,841,334 7,266,398 9,800,742 7,309,994 9,670,527 7,112,970 9,448,590 7,368,628

↑② ↑② ↑② ↑② ↑② ↑② ↑②

ＶＦＭ 266,135 670,846 338,464 743,175 699,579 896,603 640,945

ＶＦＭ（％） 3.32% 8.38% 4.23% 9.28% 8.73% 11.19% 8.00%

プロジェクトＩＲＲ(税引後）【資産投資ベース】 － － 2.93% 2.93% － 2.63% 3.25%

エクイティＩＲＲ【株主受取額ベース】 － － 6.00% 6.00% － 6.57% 6.00%

ＬＬＣＲ － － 1.17 1.17 － 1.12 1.10

出資金率 － － 5.00% 5.00% － 5.00% 5.00%

ＳＰＣへの支払い 税抜き － － － － 4,134,259 3,562,187 4,134,259 3,562,187 8,014,180 6,675,817 7,924,106 6,516,108 9,423,114 7,327,770

消費税 － － － － 320,454 265,202 320,454 265,202 440,085 362,653 424,021 345,709 442,763 343,226

消費税込み － － － － 4,454,713 3,827,388 4,454,713 3,827,388 8,454,265 7,038,470 8,348,128 6,861,816 9,865,877 7,670,996

　  1．合計①－②＝ＶＦＭである。

　  2．実施金額とは、事業費の単純合計額を示す。

　　3．設計・建設費とは、施設整備に必要な人件費、調査費等を含む
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受取固定資産税

受取事業所税

（単位：千円）
事業期間１５年
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項　　　　目

収入

支出

事業期間１５年

基本ケース

事業期間１５年

基本ケース

事業期間１５年

基本ケース

事業期間１５年

基本ケース

ＤＢ方式 ＤＢ方式＋公社改善 ＢＴＯ方式（維持管理型） ＢＴＯ方式（維持管理型）＋公社改善

事業期間１５年

基本ケース

事業期間１５年

基本ケース

ＤＢＯ方式

事業期間１５年

基本ケース

事業期間１５年

基本ケース

ＢＴＯ方式

事業期間１５年

基本ケース

事業期間１５年
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事業期間１５年

ｻｰﾋﾞｽ
対価

Ｐ
Ｆ
Ｉ
の
Ｌ
Ｃ
Ｃ
金
額
内
訳
（

福
岡
市
の
負
担
額
）

支
出

基本ケース基本ケース

 
 


